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事 業 報 告
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）

１ 会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果
令和６年１月１日、「令和６年能登半島地震」が発生し、能登を最大震度７

の巨大地震が襲い、死者５６２名（災害関連死３３４名含む）、負傷者が

１，２００名以上、家屋の全壊・半壊が２万４千棟以上（令和７年３月末現在）と未

曾有の大災害となりました。この地震により、家屋倒壊のほか、道路の断裂、津波、

火災、液状化、海底の隆起など、全ての面で想定を超えるものでありました。国、県、

市町では、一刻も早い災害の応急復旧工事を進めているところでありましたが、さら

に、９月２１日から２３日にかけて、奥能登豪雨が発生し、河川の氾濫、土砂災害が

多発しました。この災害により、１６名が死亡したほか、輪島市・珠洲市を中心に約

４００棟が全壊・半壊し、また、２３０棟を超える住宅が床上浸水し、中には地震に

よって建てられた仮設住宅までもが床上浸水する被害も発生しました。

地震災害の復旧工事を鋭意進めている能登にとりまして、追い打ちをかける、この

二重災害は、さらに困難な状態となりました。

このような状況の中、能登空港では、昨年の１月２７日から全日空機による臨時便

が早々に運航され、また、４月２６日からは、定期便のうち、午前便が再開されまし

た。能登にはホテル等の宿泊施設も殆ど再開されていない中ではありますが、昨年

１２月２５日から、本来の定期便２便体制に復便していただきました。

今期の業績につきましては、定期便の運航が約９カ月間、１便体制であったことか

ら、レンタカー各社への家賃を減免したこと、また給油施設寄託料は給油量の減少に

伴い大きく減収しましたが、売上高は、３４４，７１７千円で、ほぼ前期並みの収入

が確保できました。

一方、費用の面におきましては、電気料金や地震保険料等が増額となり、売上原価

は、３０７，５９５千円、販売費及び一般管理費は、４５，０５２千円となり、合計

で、３５２，６４７千円となりました。

この結果、営業損失が、７，９３１千円となりましたが、営業外収益を加えた経常

利益は、１，７４０千円、地震被害に係る保険金収入や被害を受けた施設・設備等の

復旧工事に要した経費といった特別損益を含めた税引後の当期純利益は、２，９４６

千円と黒字に転換することとなりました。

（２）今後の課題
今期は、地震で被災した設備機器類（空調設備、消防設備、電気設備、給排水設備）

や給油施設の災害復旧に係る工事は全て完了しました。

ターミナルビル本体工事の復旧工事につきましては、建築業者の受注体制が整って

いないこと等から、令和７年度から２カ年で復旧する計画であります。また、地震の

揺れで落下する危険性を有する特定天井の改修工事につきましては、令和７年度には

改修を終える予定で現在、工事を進めております。

今後とも、安全で安心、快適なターミナルビルとして、また、能登半島地震からの

復旧・復興の拠点施設として、機能を強化し存在意義を高めてまいります。株主の皆

様におかれましては、これからもご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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（３）設備投資及び資金調達の状況 （単位：千円）

区 分 設備投資 資金調達

全額自己資金

レストラン設備 7,831 7,831

火災報知設備 6,996 6,996

監視カメラ設備 7,788 7,788

搭乗待合室内両面書架 1,530 1,530

給油施設エアコン 820 820

合 計 24,966 24,966

（４）財産及び損益の状況 （単位：千円）

第 22 期 第 23 期 第 24 期 第 25 期

科 目

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

売 上 高 304,952 328,023 347,995 344,717

経 常 利 益 17,637 18,408 17,697 1,740

当 期 純 利 益 11,926 12,235 △9,794 2,946

１株当たり当期純利益 596円34銭 611円77銭 △489円71銭 147円34銭

総 資 産 1,308,546 1,330,002 1,345,951 1,328,216

純 資 産 1,262,269 1,274,504 1,264,710 1,267,657

（５）主要な事業内容

① 貸 室 業

② 航空事業者・航空旅客及び貨物に対する役務の提供並びに航空保安機器の

賃貸

③ 航空機の給油施設の賃貸及び運営

④ 建物及び附属設備の保守管理、警備、清掃及び環境衛生の管理業務

⑤ 広告宣伝業

⑥ 郵便切手類・収入印紙及び石川県証紙の売捌業

⑦ 物品販売業並びに石油製品の販売業

⑧ 著作権等の無体財産権の管理
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（６）従業員の状況（令和７年３月３１日現在）

区 分 従 業 員 数 平 均 年 齢 平均勤続年数

従 業 員 4名 45.8歳 12.7年

２．株式に関する事項（令和７年３月３１日現在）

① 発 行 可 能 株 式 総 数 ２４，０００株

② 発 行 済 株 式 の 総 数 ２０，０００株

③ 総 株 主 の 議 決 権 数 ２０，０００個

④ 株 主 数 ３４名

⑤ 株 主

株 主 名 持株数 出資比率 株 主 名 持株数 出資比率

石 川 県 7,200
株
36.00

％
津 幡 町 176

株
0.88

％

奥能登広域圏事務組合 3,000 15.00 内 灘 町 146 0.73

七 尾 市 1,200 6.00 石川県農業協同組合中央会 120 0.60

輪 島 商 工 会 議 所 1,200 6.00 金 沢 商 工 会 議 所 100 0.50

株式会社日本政策投資銀行 1,000 5.00 株 式 会 社 北 陸 銀 行 100 0.50

北 陸 電 力 株 式 会 社 1,000 5.00 能 登 町 商 工 会 56 0.28

羽咋郡市広域圏事務組合 600 3.00 石川県漁業協同組合 40 0.20

株 式 会 社 北 國 銀 行 600 3.00 中 能 登 町 商 工 会 30 0.15

中 能 登 町 600 3.00 能 登 鹿 北 商 工 会 28 0.14

七 尾 商 工 会 議 所 500 2.50 穴 水 町 商 工 会 24 0.12

株式会社整理回収機構 400 2.00 石川県森林組合連合会 20 0.10

ANAﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 400 2.00 宝 達 志 水 町 商 工 会 20 0.10

珠 洲 商 工 会 議 所 300 1.50 羽 咋 市 商 工 会 18 0.09

か ほ く 市 278 1.39 門 前 町 商 工 会 18 0.09

株 式 会 社 北 鉄 航 空 200 1.00 志 賀 町 商 工 会 14 0.07

北 陸 鉄 道 株 式 会 社 200 1.00 富 来 商 工 会 12 0.06

興 能 信 用 金 庫 200 1.00

の と 共 栄 信 用 金 庫 200 1.00 計 20,000 100.00
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３．役員に関する事項（令和７年３月３１日現在）

取締役及び監査役

取 締 役 会 長 馳 浩 （石川県知事）

代表取締役社長 徳 田 博 （石川県副知事）

代表取締役専務 前 田 正 彦

取 締 役 安 宅 建 樹 （金沢商工会議所会頭）

取 締 役 油 野 和一郎 （河北郡市会会長）

取 締 役 大 井 孝 光 （株式会社日本政策投資銀行北陸支店長）

取 締 役 坂 口 茂 （奥能登広域圏事務組合組合長）

取 締 役 杉 野 哲 也 （七尾商工会議所会頭）

取 締 役 高 橋 実 枝 （石川県企画振興部長）

取 締 役 茶 谷 義 隆 （七尾市長）

取 締 役 刀 祢 秀 一 （珠洲商工会議所会頭）

取 締 役 西 利 章 （石川県農業協同組合中央会専務理事）

取 締 役 久 岡 政 治 （輪島商工会議所会頭)

取 締 役 藤 井 文 祥 （北陸電力株式会社執行役員石川支店長）

取 締 役 寳 達 典 久 （羽咋郡市広域圏事務組合組合長）

取 締 役 南 井 浩 昌 （北陸ｴｱﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ株式会社代表取締役社長）

取 締 役 宮 岸 武 司 （北陸鉄道株式会社取締役社長）

監 査 役 沢 田 隆 （石川県商工会連合会副会長）

監 査 役 中 田 哲 也 （のと鉄道株式会社代表取締役社長）

監 査 役 中 村 一 弥 （石川県出納室長）

４．会計監査人に関する事項

氏 名 宮崎公認会計士事務所

公認会計士 宮 崎 文 夫
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５．会社業務の適正を確保するための体制整備に係る基本方針及び運用

状況

当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、取締役会で決議した内

容の概要は次のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等の社内規程に基

づき適切に保存及び管理を行う。

（２）損失の危機の管理に関する規程その他の体制

企業活動を脅かす災害、事故等の不測の事態に対応するために、マニュアル

やガイドラインを整備しリスク管理体制の確立を図る。特に当社は、公共交通

に関連する企業であり、安全に対する危機管理については関係機関と連携し、

対応を図ることとする。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会を開催し、重要事項の決定及び取締役の業務の執行状況の監督等を

行う。また、代表取締役専務は職務の効率性に関しての責任者として、経営計

画に基づいた目標に対し職務執行が効率的に行われるよう監督するとともに効

率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図って行く。

（４）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

法令及び社会倫理の遵守を企業活動の原点とし、代表取締役専務はコンプラ

イアンス体制の責任者として体制の維持・向上を図り、教育・研修の充実を図

る。また監査役と連携し問題点の把握、改善に努め、適宜、取締役会に報告す

る。

（５）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、必要に応じて

同使用人を配置することとする。

（６）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
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監査役が指定する補助すべき期間中は監査役の指揮命令に服する。

監査役補助者の人事異動、評価について補助業務に就いたことに起因する

影響を反映しないものとする。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する体制

取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告する。

また、会社の信用の失墜、業績への重大な影響等の発生したもの、またはその

おそれがあるものについては、発見しだい速やかに監査役に報告する。

当社は、報告した者に対し、当該報告したことを理由として不利な取扱いを

行うことを禁止し、その旨役職員に周知徹底する。

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、取締

役会等の重要な会議へ出席するとともに、決裁書類等の文書を閲覧し、取締役

及び使用人に説明を求めることとする。監査役は必要に応じて、会計監査人と

の間で、意見交換を行うものとする。

監査役が職務執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、これに応

じる。

上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、上記に掲げた内部統制

システムの施策に従い、その基本方針に基づき取組を行うとともに、内部統制システ

ムの運用状況について重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。また、

代表取締役専務を中心として、取締役及び使用人に内部統制システムの重要性とコン

プライアンスに対する意識づけを行い、当社全体を統括、推進させています。



科　　　　　目 科　　　　　目

流　動　資　産 （ 1,056,392 ） 流　動　負　債 （ 47,498 ）

    現金及び預金 871,322 　　　未　払　費　用 27,849

　　売　　掛　　金 26,910 　　　未払法人税等 4,359

    商　　蔵　　品 1,025 　　　未払消費税等 2,716

    貯　　蔵　　品 721 　　　前　受　収　益 10,283

    立　　替　　金 155,091 　　　預　　 り　 　金 539

    前  払  費  用 0 　　　賞 与 引 当 金 1,749

    未  収  入  金 1,320

固　定　資　産 （ 271,824 ） 固　定　負　債 （ 13,060 ）

　有 形 固 定 資 産 （ 262,916 ） 　　　退 職 給 付 引 当 金 13,060

　　建　　　　　　　　物 229,527

　　構　　  築　　　 物 1,023

　　機 　械 　装　 置 1,329

　　車  両  運  搬  具 6,926

　　工 具 器 具 備 品 23,506

　　建  設  仮  勘  定 603

　無 形 固 定 資 産 （ 291 ） 株　主　資　本 （ 1,267,657 ）

　　電 話 加 入 権 291

　投資その他の資産 （ 8,616 ）

　　出　　資  　金 20 　 利 益 剰 余 金 （ 267,657 ）

　　保　　証  　金 182 　　　 利益準備金 3,000

　　長期前払費用 954 　　　 その他利益剰余金 264,657

　　繰延税金資産 7,459 　　　　　繰越利益剰余金 264,657

資　 　産　 　の　 　部 負　 　債　 　の　 　部

貸　 借　 対　 照　 表

令和7年3月31日現在

（単位 ： 千円）

資　産　合　計 1,328,216

純 資 産 合 計 1,267,657

負債・純資産合計 1,328,216

金　　　　　 額

（ ）

金　　　　　 額

負　　債　　合　　計 60,558

純　資　産　の　部

　 資　　本　　金 1,000,000
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自
至

売　　　 上　 　　高

家　　　 賃　 　　収 　　　入

広告、受託料、その他収入

売　　上　　原　　価

家　　　 賃　 　　原 　　　価 96,036
広告、受託料、その他原価

　　売   上   総   利   益

販売費及び一般管理費

　　営 　　業　　 損　　 失

営   業   外   収   益

受　　取　　利　　息

受　取　配　当　金

雑　　収　　入

営   業   外   費   用

雑　　損　　失

　　経　 　常　 　利　 　益

特   別   利   益 30,000

地 震 災 害 保 険 金 30,000

特   別   損   失 26,938

地  震  災  害  損  失 26,938

固 定 資 産 圧 縮 損

　　税 引 前 当 期 純 利 益

　　法人税、住民税及び事業税

　　法 人 税 等 調 整 額

　　当　期　純　利　益

1

0

1,740

9,669

2,946

1,585

269 1,854

4,801

231,757

損　益　計　算　書

科　　　　　　　　 目

344,717

112,960

　　　令和　6年　4月   1日
　　　令和　7年　3月 31日

（単位 ： 千円）

金　　　　　　　　額

9,671

211,558

37,121

307,595

45,052

7,931

- 8 -



その他利益剰余金

資　本　金 利益準備金 繰越利益 利益剰余金 株主資本 純資産合計

剰余金 合計 合計

1,000,000 3,000 261,710 264,710 1,264,710 1,264,710

2,946 2,946 2,946 2,946

- - 2,946 2,946 2,946 2,946

1,000,000 3,000 264,657 267,657 1,267,657 1,267,657

利益剰余金

当期変動額合計

当期末残高

株主資本等変動計算書

自　　　令和 6年4月　1日

至　　　令和 7年3月31日

　　当期純利益

当期変動額

当期首残高

株主資本

（単位：千円）
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法 最終仕入原価法による原価法に

よっております。

（２）固定資産の減価償却方法

有形固定資産 定額法によっております。

無形固定資産 定額法によっております。

（３）引当金の計上基準

賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、翌期の支給見

込額のうち当期の負担見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給与に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務（簡便法による期末自己都合

要支給額）に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

(４) 収益及び費用の計上基準

｢収益認識に関する会計基準｣（企業会計基準第29号 平成30年3月

30日）及び｢収益認識に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用

指針第30号 平成30年3月30日）を適用し、その主な履行義務は、役務

の提供であり、役務の提供時に収益を認識しております。

（５）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 ８２５，７０３千円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の総数 ２０，０００株

４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、退職給付引当金等であります。

５．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

令和７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。
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（単位：千円）

科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預金 ８７１，３２２ ８７１，３２２ －

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿

価額によっております。

６．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、能登空港において空港ターミナルビル（土地は賃借）を有し、航

空会社及びテナントに賃貸しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価

１９４，１５７ ２７９，６５１

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び圧縮記帳額を控除し

た金額であります。

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 ６３，３８２円８８銭

１株当たり当期純利益 １４７円３４銭


